
豊島区擁壁等対策工事等助成金交付要綱 

 

                              令和２年 3月 25日 

                              建築担当部長決定 

改正 令和 5年 3月 31日 

改正 令和 5年 7月 12日 

改正 令和 6年 6月 26日 

 

（目的） 

第 1 条 この要綱は、大雨、地震等の自然災害に備えて、豊島区の区域内（以下「区内」という。）の土砂

災害警戒区域内及び土砂災害特別警戒区域内の急傾斜地に存する擁壁又はがけ（以下「擁壁等」と

いう。）に対して安全性確保のための対策工事等を行う所有者又は所有者の了承を得た者（以下「所

有者等」という。）に対し、当該工事等に要する経費の一部を助成することにより、宅地及び建築物の安

全性の向上を図り、災害に強いまちづくりを推進することを目的とする。 

 

（定義） 

第 2条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。 

(１) 土砂災害警戒区域 「土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律

（平成 12年法律第 57号）」第７条第１項の規定に基づき指定を受けた区域をいう。 

  （２）土砂災害特別警戒区域 「土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法

律（平成 12年法律第 57号）」第 9条第 1項の規定に基づき指定を受けた区域をいう。 

  （３）がけ 地表面が水平面に対し 30度を超える角をなす土地をいう。 

  （４）擁壁 がけの崩壊を防ぐための築造物をいう。 

  （５）耐震診断 宅地擁壁老朽化判定マニュアル又はこれに準ずる判断方法に基づく既存の擁壁等の

状況についての調査並びに判定をいう。 

  （６）補強設計 耐震診断に基づき、自然災害に対して安全性の向上を図る既存の擁壁等に対する補

強のための工事の設計をいう。 

  （７）築造設計 耐震診断に基づき、自然災害に対して安全性の向上を図る新たな擁壁の設計をいう。 

  （８）補強設計等 補強設計、築造設計をいう。 

  （９）対策工事 自然災害に対して、既存の擁壁等の安全性の向上を図る工事をいう。 

  （10）対策工事等 補強設計等、対策工事をいう。 



  （11）対象地 区内の土砂災害警戒区域内又は土砂災害特別警戒区域内の急傾斜地をいう。 

  （12）急傾斜地 傾斜度が三十度以上である土地の区域であって、高さが五メートル以上のものをいう。 

 

（助成対象）                          

第 3条 この要綱による助成金の対象となる事業は、この要綱による同一項目の助成を受けていないもの

で、次に掲げるいずれかの号の要件を満たすものとする。 

 （１）擁壁等の補強設計等 

 イ 対象地にある擁壁等で耐震診断により崩落又は倒壊のおそれがあると判断されたものであること。 

 ロ 当該擁壁等の下端から水平距離がその高さの 2倍以内又は当該擁壁等の上端からの水平距 

離が 10 メートル以内に建築物があること。 

   ハ 補強設計等は、原則、土砂災害特別警戒区域の指定を解除できる水準のものであること。 

   ニ 補強設計は、建築基準法（昭和 25年法律第 201号）及び関係法令に重大な不適合がある場合

は、是正する設計を同時に行うものであること。 

（２）擁壁等の対策工事 

イ 対象地にある擁壁等で耐震診断により崩落又は倒壊のおそれがあると判断されたものであるこ

と。 

ロ 当該擁壁等の下端から水平距離がその高さの 2 倍以内又は当該擁壁等の上端からの水平距

離が 10 メートル以内に建築物があること。 

ハ 対策工事は、原則、土砂災害特別警戒区域の指定を解除できる水準のものであること。 

ニ 対策工事は、建築基準法（昭和 25 年法律第 201 号）及び関係法令に重大な不適合がある場

合は、是正が同時になされるものであること。 

ホ 新たに築造する擁壁等については、建築基準法の道路に突出せず、豊島区狭あい道路拡幅

整備条例（平成 13年 7月 13日条例第 50号。以下「条例」という。）に基づく拡幅整備が必要な場

合には協力すること。 

 

（助成対象者） 

第 4 条 この要綱による助成を受けることができる者は、助成対象となる擁壁等の所有者等で、次の各号

のいずれかに該当する者を除く。ただし、区長が特に必要があると認める者については、この限りでな

い。 

  （1）国、地方公共団体その他これらに準じる団体。 

  （2）対策工事等について、本要綱以外による助成金交付の決定を受けている者。 

  （3）建築物又は土地の販売による利益を目的とした事業者。 



  （4）中小企業基本法（昭和 38 年法律第 154 号）第 2 条第 1 項各号の規定による中小企業者以外の

会社。 

2 複数のものが共有している場合は、共有者の同意を必要とする。 

3 対象地内の擁壁等が建物の区分所有者等に関する法律（昭和 37 年法律第 69 号）第 1 条に規定す

る建築物（以下「区分所有建物」という。）の敷地に存する場合は、当該区分所有建物の管理組合の代

表者又は原則として区分所有者全員の承諾を得た者とする。 

4 申請者が擁壁等の所有者と異なる場合は、当該所有者の同意を必要とする。 

 

（助成金の交付額等） 

第 5条 助成額は、次の各号に掲げる額とする。 

（1）第 3条（１）に定める擁壁等の補強設計等 

 イ 補強設計等に要した費用の範囲内とし、10万円を限度とする。 

（2）第 3条（2）に定める擁壁等の対策工事 

イ 対策工事に要した費用の３分の２とする。 

ロ 助成額は 1000万円を上限とする。 

２ 1000円未満は切捨てとする。 

3 消費税相当額は助成金の対象としない。 

4 助成額は、当該年度の予算の範囲内とする。 

 

（助成金の承認申請及び承認決定） 

第 6条 この要綱による助成を受けようとする者は、当該助成に係る契約を締結する前に、擁壁等対策工

事等助成承認申請書（第 1 号様式）正・副を区長に提出しなければならない。このとき、第 3 条（１）に

定める擁壁等の補強設計等を行おうとする者は別表第 1－1、第 3条（2）に定める擁壁等の対策工事

を行おうとする者は別表第 1－2に掲げる書類を添えなければならない。 

2 区長は、前項の申請に基づきその内容を審査し、助成対象となることを承認したときは、擁壁等対策工

事等助成対象承認通知書（第 2号様式）により、申請者に通知するものとする。 

3 区長は、助成の承認にあたり必要と認める条件を付すことができる。 

 

（助成の取止め及び変更） 

第 7 条 前条の規定により助成の承認を受けた者（以下「助成承認者」という。）は、その擁壁等の対策工

事等助成を取止めようとするときは、擁壁等対策工事等助成取止め届（第 3号様式）を区長に提出しな

ければならない。 



2 助成承認者は、当該擁壁等対策工事等助成承認申請書に記載された内容を変更しようとするときは、

擁壁等対策工事等助成変更承認申請書（第 4号様式）により区長に申請しなければならない。 

3 区長は、前項の規定による申請があった場合において、当該変更を承認したときは、擁壁等対策工事

等助成変更承認通知書（第 5号様式）により当該助成承認者に通知する。 

 

（完了報告） 

第 8 条 助成承認者は、第 3 条（１）に定める擁壁等の補強設計等又は第 3 条（2）に定める擁壁等の対

策工事が完了したときは、擁壁等対策工事等完了報告書（第 6 号様式）を提出し、速やかに区長に報

告しなければならない。 

 

（助成金の交付申請及び交付決定） 

第 9 条 助成承認者は、前条の規定により擁壁等対策工事等完了報告書を提出するときは、擁壁等対

策工事等助成金交付申請書（第7号様式）正・副を区長に提出し、その承認を受けなければならない。

このとき、第 3 条（１）に定める擁壁等の補強設計等を行った助成承認者は別表第２－１、第 3 条（2）に

定める擁壁等の対策工事を行った助成承認者は別表第２－２に掲げる書類を添えなければならない。 

2 区長は、前項の規定による申請があった場合において、助成金の交付を決定したときは擁壁等対策

工事等助成金交付決定通知書（第 8 号様式）により、助成金の不交付を決定したときは擁壁等対策工

事等助成金不交付決定通知書（第 9号様式）により、申請者に通知するものとする。 

 

（助成金の交付請求） 

第 10 条 前条第 2 項の規定による通知を受けた者（以下、「助成決定者」という。）は、速やかに擁壁等

対策工事等助成金交付請求書（第10号様式）により区長に助成金の交付を請求しなければならない。 

2 区長は、第 1項の請求があったときは、速やかに助成金を交付するものとする。 

 

（交付決定の取消し） 

第 11 条 区長は、次の各号のいずれかに該当するときは、助成金の交付決定の全部又は一部を取り消

すことができる。 

（1）助成対象の内容が助成金の交付決定の内容又はこれに付した条件に違反したとき。 

（2）虚偽その他不正な手段により助成金の交付決定を受けたとき。 

（3）豊島区補助金交付規則（昭和 61年 8月 27日規則第 59号）に違反したとき。 

（4）その他、区長が不適当と判断したとき。 

2 区長は、前項の取消しを決定したときは、速やかにその内容を擁壁等対策工事等助成金交付決定取



消通知書（第 11号様式）により当該助成決定者に通知するものとする。 

 

（助成金の返還） 

第 12 条 区長は、前条の規定により助成金の交付決定を取消した場合において、すでに助成金が交付

されている場合の返還にあたっては、豊島区補助金交付規則により期限を定めて返還を命ずるものと

する。 

 

（委任） 

第 13 条 この要綱に定めるもののほか、この要綱の施行に関して必要な事項は、建築担当部長が別に

定める。 

 

附則 

１ この要綱は令和 2年 4月 1日から施行する。 

附則 

この要綱は令和 5年 4月 1日から施行する。 

附則 

この要綱は令和 5年 7月 12日から施行する。 

附則 

この要綱は令和 6年 7月 1日から施行する。 

 

 

擁壁等対策工事等助成承認申請書に添付する書類（第６条関係） 

別表第１―１（補強設計等） 

 添付書類 内容等 

(1) 耐震診断結果 第2条に規定する耐震診断の結果が確認できるもの 

(2) 登記事項証明書 土地及び借地の場合は建物 

会社・法人（定款等で事業目的が確認できるもの） 

(3) 付近見取り図 方位、道路及び目標となる地物を明示すること 

擁壁等の下端から水平距離がその高さの2倍以内又は当該擁壁等の

上端からの水平距離が10メートル以内に建築物があることを明示す

ること 

(4) 写真 既存の擁壁等の写真 



(5) 見積書の写し等 内訳明細が分かるもの 

(6) 承諾書 申請者が所有者と異なる場合、擁壁等が共有の場合等 

(7) 中小企業要件確認書 中小企業者に該当する場合のみ 

 

 

 

別表第１―２（対策工事） 

 添付書類 内容等 

(1) 耐震診断結果 第2条に規定する耐震診断の結果が確認できるもの 

(2) 登記事項証明書 土地及び借地の場合は建物 

会社・法人（定款等で事業目的が確認できるもの） 

(3) 付近見取り図 方位、道路及び目標となる地物を明示すること 

擁壁等の下端から水平距離がその高さの2倍以内又は当該擁壁等の

上端からの水平距離が10メートル以内に建築物があることを明示す

ること 

(4) 見付面積算定資料 既存の擁壁等の見付面積（垂直投影面積）が確認できるもの 

立面図等 

(5) 対策工事の内容がわ

かる資料 

補強設計等を行った場合には設計図書の写し 

建築基準法6条又は第6条の2に定める確認を受けた場合には、確認

申請図書の写し 

宅地造成及び特定盛土等規制法第12条に定める許可を受けた場合に

は、許可申請書類の写し 

（この要綱による補強設計等の助成を受けたものについては不要） 

(6) 確認済証等の写し 建築基準法第6条又は第6条の2に定める確認を受ける必要がある場

合には、確認済証の写し 

宅地造成及び特定盛土等規制法第12条に定める許可を受ける必要が

ある場合には、許可証の写し 

（この要綱による補強設計等の助成を受けたものについては不要） 

(7) 写真 既存の擁壁等の写真 

(8) 見積書の写し等 内訳明細が分かるもの 

(9) 承諾書 申請者が所有者と異なる場合、擁壁等が共有の場合等 

(10) 中小企業要件確認書 中小企業者に該当する場合のみ 



 

擁壁等対策工事等助成金交付申請書に添付する書類（第９条関係） 

別表第２―１（補強設計等） 

 添付書類 内容等 

(1) 契約書の写し  

(2) 領収書の写し  

(3) 補強設計等の内容が

わかる資料 

建築基準法6条又は第6条の2に定める確認を受けた場合には、確認

申請図書及び確認済証の写し 

宅地造成及び特定盛土等規制法第12条に定める許可を受けた場合に

は、許可申請書類及び許可証の写し 

(4) 協議書 土砂災害特別警戒区域内のみ、当該区域の解除について、東京都と

協議した議事録 

 

別表第２―２（対策工事） 

 添付書類 内容等 

(1) 助成金交付申請額の

計算書 

 

(2) 契約書の写し  

(3) 領収書の写し  

(4) 検査済証の写し 建築基準法6条又は第6条の2に定める確認を受ける必要がある場合 

宅地造成及び特定盛土等規制法第12条に定める許可を受ける必要が

ある場合 

(5) 写真 工事中及び工事後の写真 

 


